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（開示事項の再々変更）改善計画書の策定方針に関するお知らせ 

 

当社は、2022 年 10 月 14 日付け東証適時開示「改善計画書の策定方針に関するお知らせ」にてお

伝えしました通り、2022年 11月中に内部管理体制等の「改善計画書」を策定し、日本取引所自主規

制法人に提出することを予定しておりました。 

その後、2022年 12月 14日付け「（開示事項の変更）改善計画書の策定方針に関するお知らせ」及

び 2022年 12月 26日「（開示事項の再変更）改善計画書の策定方針に関するお知らせ」にてお伝えし

ました通り、原因分析及びそれに基づく再発防止策の検討をより詳細に行う必要があり、その対応に

時間を要すると判断したことから、2023年１月下旬としておりました。 

しかしながら、2022 年 11月 30日付にて移行した新経営体制下における改善計画案やコーポレー

トガバナンス強化に係る規定の制定について外部専門家への確認・調整に想定以上の時間を要して

いること、また、決算期における開示手続きと並行して調整を行っていること、及び日本取引所自主

規制法人からの指摘にも対応中であり、2023 年１月下旬（本日）までに改善計画書を公表すること

ができない見込みとなりました。 

現在、新たな経営体制の下、具体的な再発防止策の策定・実行につき検討を重ねております。多岐

にわたる再発防止策につき、さらに一定の時間をかけて、外部専門家を起用するなどして具体的な運

用まで踏み込んだ詳細について取りまとめを行っております。これが完了次第速やかに開示するこ

ととしましたので、お知らせいたします。また、現時点で改善の必要性を認識できている点について

は、先行してコンプライアンス、コーポレートガバナンス強化のための組織体制構築を進めており、

役員及び従業員を対象とした研修については 12 月より開始しております。規定の制定についても外

部への確認・調整に時間を要しておりますが、再発防止に必要な事項については改訂できるものから

順次改訂しております。 

なお、本件に関して再度変更が生じた場合は、速やかに開示いたします。 

 

記 

 

改善計画・状況報告書の策定プロセス及びスケジュール（下線部は変更部分） 

  



 

プロセス 実施（予定）日 

（当初予定） 

（2022年 10月 14日

開示） 

実施（予定）日 

（再変更後） 

（2022年 12月

26日開示） 

実施（予定）日

（再々変更後） 

１ 原因分析（第三者委員会の調

査報告書を当社として確認

検証し、当社として原因分析

したもの） 

2022年８月５日 

～2022年８月 26日（実

施済） 

【実施済】 【実施済】 

２ 原因分析に基づく再発防止

策の検討 

2022年８月 26日 

～2022年９月９日（実

施済） 

【実施済】 【実施済】 

３ 再発防止策の策定と実施・運

用 

2022年９月９日 

～（一部実施済） 

【一部実施済】 

 

【一部実施済】 

 

４ 改善計画の策定にかかる外

部専門家との接触・ミーティ

ング 

2022年 9月 29日 

～2022 年 11 月 30 日

（予定） 

【実施済】 【実施済】 

５ 原因分析に基づく再発防止

策の検討 

関係各所との協議・調整を踏

まえ、上記１及び２の内容に

関する追加的検討を実施 

【新設】 ～2023 年１月下

旬 

（予定） 

～2023年２月末 

（予定） 

 

６ 特設注意市場銘柄指定措置

に基づく再発防止策の再検

討 

2022年 9月 29日 

～2022 年 11 月 30 日

（予定） 

2022 年 9 月 29 日

～2023 年１月下

旬 

（予定） 

2022年 9月 29日

～2023年２月末 

（予定） 

７ 改善計画の策定 ～2022 年 11 月 30 日

（予定） 

～2023 年１月下

旬 

（予定） 

～2023年２月末 

（予定） 

８ 日本取引所自主規制法人へ

改善計画書（案）を提出 

～2022 年 11 月 30 日

（予定） 

～2023 年１月下

旬 

（予定） 

～2023年２月末 

（予定） 

９ 改善計画・状況報告書の適時

開示 

～2022 年 12 月 14 日

（予定） 

 

～2023年１月下

旬 

（予定） 

～2023年２月末 

（予定） 

 

以 上 


